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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
論文は、市街地土壌汚染対策について、日米比較を手がかりに、歴史と現状、責任論を考察し
た。工場跡地が大量に出現し、土壌汚染の可能性と処理に関わり対策主体と対策方法が重要とな
っている。汚染原因者の特定が難しく、健康被害者もいない土壌汚染への対応は、新しい知見が
求められる現代的課題といえる。 
 論文の構成と内容は以下の通り。序章は、筆者の問題意識と研究対象の特徴を踏まえて、先
行研究を詳細に検討して課題設定を行なった。第１章は、アメリカのスーパーファンド法の成立
過程を論じ、石油業界と化学業界がスーパーファンドの設立に賛成した理由を明らかにした。第
２章は、訴訟の増加により土壌汚染対策が進まなかったこと、1980年代の工場閉鎖で生まれた
跡地の再開発の推進が政策的にも大きな課題となったこと、こうした状況の中で、法の変容と対
策基準の緩和が進められたことを明らかにした。同時に都市再開発絡みで市民参加の可能性を示
唆した。第３章は、日本の土壌汚染対策法の成立過程では関連業界の利害調整により基金制度が
任意のものとなったこと、対策としてはコスト面への配慮から汚染土壌の掘削除去を一律に求め
ず、覆土等も認めていたこと、実際には当該法による対応は極めて限られている一方で、土地再
開発に関わって土地所有者による自主調査・対策が多数行なわれていることを明らかにした。終
章は、以上の検討をまとめたうえで、序章で提起した「責任拡大論」と「責任緩和論」がそれぞ
れ有する限界の突破について考察し、応益原理と応責原理の統合に対策責任の展望を見いだした。 
 論文は以下の３点で高く評価できる。第１に対象の特徴と丹念な先行研究の整理を踏まえた、
課題の明確化と適切性である。従来の公害論では扱いきれなかった課題に挑戦した。第２に第１
章から第３章の実証過程が説得力に富んでいることである。文献資料も丹念に収集しており、筆
者の能力の高さが窺われる。第３にスーパーファンド法に関する、日本の先行研究に果敢に挑戦
して産業の利害調整面をみることの重要性を明らかにした。 
 他方で、結論部分での応益原理と応責原理の統合や市民参加の役割に関して具体的な政策
的・制度的枠組みをどうするかといった課題は指摘できるが、論文の水準は高く、研究史への貢
献も高く評価できる。 
 以上により、論文審査委員会は全員一致して本論文が博士（商学）の学位の授与に値するもの
と判断した。 
